
小児慢性特定疾病医療費助成制度の概要について

児童福祉法第19条の2の規定により、小児慢性特定疾病にかかっている児童等について、健全育成の観点から、患児家庭の
医療費の負担軽減を図るため、その医療費の自己負担分の一部を助成する。

制度目的・助成内容

• 医療保険各法による医療給付を適用（約７割）し、総医療
費に対し約２割を自己負担した残額（約１割）を支給

• 自己負担額が月額自己負担上限額を超過した場合は、その
超過額も合わせて支給

対象者

• 小児慢性特定疾病の対象疾病及び当該疾病の状態が認定基準に該当する18歳未満の児童を対象

• ただし、18歳に達する時点で小児慢性特定疾病医療受給者証を有し、引き続き医療を受ける必要がある場合（継続して医療受給者証を有
する者）に限り、20歳を迎えるまで助成の対象

対象疾病

対象となる疾病は下記16疾患群に分類される788疾病

１割７割 ２割

自己負担
小児
慢性

医療保険

実施主体

都道府県・指定都市・中核市・児童相談所設置市（特別区含む）

東京都においては、
八王子市及び児童相談所を設置する特別区
（以下、「児童相談所設置区」）を除く
都内に住所を有する患児・保護者について、
医療費助成支給認定を実施
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平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

7,515 7,666 7,469 8,465 8,309 7,077 6,615

東京都における支給認定件数（受給者数）（単位：人）

東京都における認定状況について

令和元年度まで受給者数は増加傾向にあったが、令和２年度以降は減少傾向

• 令和２年度以降、特別区における児童相談所の設置が進む
• 児童相談所設置区には、東京都より小児慢性特定疾病医療
費助成に係る事務が移譲

• 児童相談所設置区が実施主体として、区内の患児・保護者に
係る支給認定を実施する

背景

開設年度 開設区

令和２年度 世田谷区・荒川区・江戸川区
令和３年度 港区
令和４年度 中野区・板橋区・豊島区
令和５年度 葛飾区

【特別区における児童相談所の開設状況】

当該区内の受給者数に応じ、東京都での支給認定件数は減少

各事業における取組・対応

• 小児慢性特定疾病児童等移行期医療支援体制整備事業においては、事業の実施主体が都道府県であるこ
とから、東京都として児童相談所設置区内の小児慢性特定疾病児童等を含め、事業対象として相談支援等
を実施

• 小児慢性特定疾病児童等自立支援事業においては、任意事業（相互交流支援事業・学習支援事業）を実
施するにあたり、各児童相談所設置区と協定を締結の上、児童相談所設置区内の小児慢性特定疾病児童
等を含め、事業対象として各種支援等を実施
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